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１ 施策の目的

対象（誰、何を対象としているか） 意図（どのような状態にしたいのか）

２ 施策の成果状況

成
果
指
標
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指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移
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標
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指標名 単位
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成
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指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

３ 市民満足度調査の状況

満足度

不満度

重要度
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2015

2016

2017

2018

2023

平成 年30

産業の活力と文化の魅力あふれる創造性豊かなまち

国際・国内交流の推進と定住の促進

移住・交流の促進

市民政策局

移住・定住促進室

087-839-2143
Ｃ

　市外に居住しており、地方への移住を考えている人 　大都市圏に居住している現役世代層を中心に、本市への移
住者を増加させることにより、たかまつ創生総合戦略に掲げ
る数値目標の一つである「平成３１年に１年間の社会増を
１，０００人」の実現を目指す。

高松市移住ナビ（ホームページ）閲覧件数
件

年度27 年度28 年度29 年度30 年度35

7,491 5,144 12,000 16,000

　平成２９年度の高松市移住ナビ閲覧件数は目標値の約４７％に留
まった。
　同ナビについては、より、移住（希望）者の目線を意識した情報発
信を行うための改修を行った後、３０年２月２８日に公開した。
　今後は閲覧者数が本市に関心を寄せるような情報の更なる発信を行
う必要がある。 ％46.8

点14

年間社会増
人

年度27 年度28 年度29 年度30 年度35

590 660 900 1,570

　本市人口の社会動態としては社会増であるものの、目標値を１４０
人下回っており、また、内訳として、県内社会増が多い実態がある。
　今後、大都市圏居住者等を対象とした効果的なプロモーション方策
を行うことなどにより、県外からの割合を高めていく必要がある。

％82.5

点24

年度27 年度28 年度29 年度30 年度35
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年度27 年度28 年度29



４ 施策に係るコスト

事業費

人件費

トータルコスト

５ 今後の方向性と課題

施策の推進状況と課題

施策推進の方向性

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

年度（決算）27 年度（決算）28 年度（決算）29 年度（予算）30

8,723 17,677 33,160 49,216

4,606 15,702 18,209 18,209

13,329 33,379 51,369 67,425

　本市の平成２９年人口動態では、自然減が社会増を上回ったことにより人口減となっていることから、大都市圏居住者等に効果
のあるプロモーション等を強化する必要がある。
　また、地域おこし協力隊については、欠員となっている女木担当及び塩江担当を早急に解消するとともに、隊員活動の更なる周
知活動等を実施する必要がある。

　本市における人口減少を抑制する戦略の一環として、たかまつ移住応援隊の移住リーダーを中心とした移住者の受入体制の強化
や効果的なプロモーションを実施するほか、各種の方策を展開することにより、更なる社会増の実現を目指す。

選ばれる地域づくりの推進
Ａ

移住・定住促進事業
○ ○ ％83 Ｂ 拡充

移住交流フェア等相談組数

移住促進事業を利用した移住者数の推計

％92.5

％68.8

地域おこし協力隊活動事業
○ ○ ％83 Ｂ 継続

隊員と地域コミュニティ協議会との連携により実施し

た事業数
％80.0

政策コンテスト開催事業
○ ○ ％94 Ａ 改善継続

アンケート結果による愛着が高まったとする割合
％93.3


